	介護職員等研修事業委託業務
企画提案書

企画提案者名　　　　　　　　　　　　　




※企画提案書の記載、作成に当たっては、《記載に当たっての留意事項》を参考とすること。
１　企画提案事業者の業務遂行能力について
	　企画から運営までを円滑に遂行できる能力等について積極的にＰＲしてください。


(1) 約款又は寄付行為等での位置づけ
(介護職員等に対する研修の実施を、本来業務として位置づけているか。) ←審査時の着眼点。以下、同じ。
(2) 事業従事者の経歴・経験等、実施体制

（研修実施に係る専門的な知識、実務経験を有するか。）
(3) 業務スケジュール
（当該委託業務を効率的かつ効果的に実施できるスケジュールになっているか。）
(4) 業務を行う職員の配置
（各研修を実施するための職員の配置が必要かつ十分か。）
２　研修受講者の募集等について

	　研修受講者をどのように募集し選定するのか、具体的に提案してください。


(1) 事業の周知方法

(2) 受講者の選定方法
（選定基準、受講希望者が定員に満たない場合や超えた場合の対応方法は適切か。）
３　研修の実施について
	　研修をどのように開催するのか、具体的に提案してください。


(1) 研修の実施方法
（集合研修の場合は、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を講じた上で実施すること）
(2) 研修内容
ア　研修のカリキュラム、講師の選定（適切な実施のため、必要な経歴、資格、経験等を有する講師が確保されているか）
イ　テキスト及び補助資料の構成（受講者に配慮した分かりやすいものとなっているか）
４　介護実習・普及センター運営事業について
	　研修等をどのように実施できるか、具体的に提案してください。


(1) 介護技術や福祉用具の普及、介護講座の実施について
（介護技術や福祉用具の普及に関するノウハウを有しているか、介護情報の提供に関する業務を適正に行えるか）
(2)福祉用具プランナー研修の実施について（集合講習を適切に実施できるか）
５　所要経費の精算について
委託事業費をどのように配分し、執行する考えであるか可能な限り具体的に提案してください。
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	消費税等c
	
	b×0.1（円未満切捨）

	
	
	

	合　　計d
	
	b＋c


《記載等に当たっての留意事項》

	【１．企画提案書の作成】

(1) 本様式は、企画提案書の標準的なフォーマットをお示ししたものであり、ページ数、体裁等は自由に変更することができます。また、別葉として資料を添付することも可能です。
(2) 「１－(2) 事業従事者の経歴・経験等、実施体制」については、実際に業務を担当する者を記載いただきます。よって、提出後に当該事業を担当できなくなった場合は、プロポーザルの選定（場合によっては委託契約）を取り消すこととなりますので、確実に従事できる者をもって提案してください。
(3) 「１－(3) 業務スケジュール」は、どのような予定で事業を実施するかについて、できるだけ具体的な日程及び内容について記載してください。
(4) 「４－(2) 事業の連携等に関する会議の開催方法」については、開催時期や内容、参集範囲等について具体的に記載してください。
(5)「５－ｃ　税等」の計算については、消費税率を１０％として、積算してください。
(6) 企画提案書は、１事業者１提案とします。

(7) 企画提案書は、Ａ４縦版で表紙を含めず１０枚以内とします（両面記載可）。

(8) 企画提案書の提出部数は８部とします（事業者名を記入したもの：１部、事業名を記入していないもの：７部）。

(9) 企画提案に要する経費は企画提案者の負担とし、提出された書類の返却はしません。
【２．添付資料（必須のもの）】

定款、役員名簿、道内に所在する拠点（支店、営業所等）がわかる資料を、事業者名を記入したもの～１部、事業者名を記入してないもの～７部提出してください。




